
69 

模索時代の障害者と雇用（ー〉

1. 緒言

2. 障害者雇用の推移の概観

3. 障害者雇用の現状の概観（以上本号所載〕

4. 障害者雇用をめぐる「理念」の諸問題

5. 障害者雇用の国際比較

6. 我が国における障害者の労働市場をめぐる諸

1. 緒言

問題

菊野一雄

「障害者はいなL、。障害を

持つ人がいるのみである。」り

7. 我が国における「障害者の雇用管理」の現

状と課題

8. 「障害者雇用」の位置と意味

9. 結

「分業」と「機械化」を金科玉条とする「工業化」の波は，一方において，働く者から「働

くことの意味」と「労働の全体像」を奪いとると共に，他方において，働く場から「障害者」2)

を駆逐してきたへ

1）大村実『障害学の構想』，明治図書， 1987年， p.27.

筆者が本稿の冒頭に，大村実氏のこの言葉を敢えて引用した所以は三つある。

第一に， 「障害者」としづ用語の中には， 「少数者」ないし「平均値からほと速い者」 u、った量
的観念や，「異常（アブノーマル〉な者」といった質的観念が混入していることが間々あり，あるいは，

「障害者」とL寸用語が「科学技術」のレベルでの「知」的な「分析」のためのジャーゴン (Jargon)

として〈ないしは第三者の問題として〉使われていることも多いからである。

第二に，世の中には「平均値から速い者Jや「異常（アブノーマル〉な者」 l心、なL、。いるとすれ
ば，それは「平均値の遠近Jや「平常・異常」といった「二項対立」の基準を作りたがる人の頭〈観
念〉の中にのみ存在しているにすぎないからである。

第三に，筆者自身がひとりの人間として，あるいは障害を持つ人と直接係ってきた者として，大村

実氏の言葉（「ノーマリゼーション」を前提とした「障害を持つ人」とL寸言葉〉に共感を覚えたか

らである。

本稿でほ， 「障害者」，「障害労働者」等の一般用語を屡々使用するか，その際「障害を持つ人jと

L、う意味をこめて使って行きたい。

しかし，筆者はここで締麗事を言うつもりはない。「障害を持つ人とその近くにいる人々は何処へ

行くのか。何処へ行ったらよいのか。訪復い続ける人々に出来ることは何か」とLづ問題に筆者自身

が直面した時，先ず二つの戸が悶えてきた。

＠：先進諸国では早くから国や自治体が障害者を救済してきた。日本では， 1973年に「福祉元年」

とし寸言葉が作られたが，障害者の救済は著しく遅れている。しかも「障害者」の範囲が制限列挙的

であるため，精神障害者，てんかん，リウマチ，難病患者は福祉法の対象から除外され，公的サーピ

スを受給することが困難な状況に置かれている。障害者は，少なくとも国連のL、う障害者の概念まで
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「脱工業化の時代」といわれる今日，先進工業諸国は挙って「障害者！の「ノーマリゼーシ

ョンとインテグレーション」りを進めてきているが，我が国においては，なお「障害者」は働

く場から駆逐され続けているといって決して過言ではない。

範囲を拡大した上で，公的機関で金百的に面倒をみるべきである。

⑥：「障害者l立国や自治体が全両的に面倒をみるべさだ」ということのみを先に立てることは，他

に責任を転嫁しようとL、う態度でめる。個人の主体的行動が先でないか。 (;j(上勉『くるま椅子のう

た』中公文庫， 1973年の考え方を菊野が要約〉。あるいは「福祉や補助金は，自立のためのスタートを

保証するのでなければ，合を出すほうも出させるほうもモラルが落ちるものだ。だからそれを要求す

るのは，よほどの緊急避難か構造的土台づくりのためのものに限るべきであろ。この原則は，今陛紀

のことだけではない。かのアテネもローマも，栴祉と補助金の垂れ流しとそれに対する無限の依存心

によって哀亡したのだ」（栗本慎一郎『幻想、としての文明』講談社， 1990年， p.260）。

続υて，四つの声が問えてきた。

③：人類は如何なる不幸を背負おうとも，生きなければならず，生き続けなければならなL、。 （大

江健三郎の『新しし、人よ限ざめよ』，講談社， 1983年や，「人生の親戚』，新潮社， 1989年なとを読み，

あるいは，立教大学てqの講演「現代に生きる」－1984年5月24日，立教学院創立110周年記念講演会

ーを閉し、て，大江健三郎氏の考え方を菊野が要約〕

＠：「自然」のままであったなら育たなかった筈の生命が，生化学や医学の「発達」により育つよ

うになった。しかし，多くの場合， 「障害者」として周囲の人々を巻き込んで苦しまなければならな

¥ '0 「自然」のままだったら，本人も周囲もこんなに苦しまなかったかもしれない。今日，成人の

「自然死の権利」は強く主張されるようになったが〔例えば，最近ライシャワ一元駐日米大使の冗〉，

乳幼児の「自然沼」は何故いけないのか。

の：障害を持った胎児を早期ι「発見」し，排除（中絶）すれば，障害問題はかなり片づ＜＝「新
優生息想」。（『バイオ時代lこ共生を問う一一反優生の論理一一一』，柘植書房， 1988年の「まえがき」を

参照。但し，この木は「新優生思想」批判の立場である〉

＠：障害を持った胎児はパイオ技術を駆使した医学の「発達Jで「治療Jし得るであろう。また，
障害児出産の危険性のある女性から「健常jな女性へ受精卵を移し，代ぽになってもらし、得る。さら

に，遺伝凡索作によるクローン技術の「発達」で，将来， 「障害因子」を絶滅させ得る〔この辺の問

題になると，渡辺格『人間の終鳶』朝日出版社， 1976年，から最近のパイオエシックス（生命倫瑠学〉

に係わる深い問題がある。〕

これらの芦は，恰も宇宙背景放射のように，四万八方から筆者の鼓膜を揺がして止まない。 Cただ，

この中で，ほとんどの人が「これだけは許せなし、」というものはのであろう。しかし，「りは論外だ」

と口では言い得ても，曽野綾子が『神の汚れた手』 （上・下〉文春文庫， 1986年，で鋭く指摘した通

り，日本は「堕胎天国」であり， 「社会的・経済的理由」をはじめとする様々な「理由Jによって，
かなりの人々が「中絶」を認めてはいないだろうか。とすると， 「障害という理由だけは許せず，他

の理由による中絶なら許せることもある」とし寸論理の根拠は一体何なのであろうか」

L、ずれにしても，これらの声が複雑に錯綜すろ峡で，我々は苦悩し，壕々立往生せざるを得ない。

「障害」問題は現代の難問であり，浅学な筆者が一朝一夕で取り組めるような代物ではない。従って

本稿では特定の考え方を先に立てることはせず，様々な考え方を謙虚ーに聴き，自分なりに樫珂するこ

とから始めたい。

2）従来，わが国では， 「身体障害者JとL寸言葉はよく使われていたが， 「障害者」とL寸包括的な
用語はほとんど使用されていなかった。
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1970年から1987年の17年間に，我が国の「身体障害者」の就業率が15.1勿も減少した5）とい

う，驚くべき事実は一体何を物語っているのであろうか6）。

「機械」は，本来的には， 「障害者」に働く場を提供する「手段」であり得る。しかし，現

しかし， 1981年（国際障害者〉年を契機に，我が国でも，障害の概念や障害者の定義が問題となり

次第に「障害者JとL、う用語が新たな概念として定着してきた。そこでは，身体障害だけでなく，精
神薄弱，精神障害，難病による生活障害も合むものとして用いられている。こうした背景の中で， 19

87年5月に「身体障害者雇用促進法」が改正され，法律の適用対象者の範囲を身体障害者から精神薄

弱者，精神障害者を含む障害者全般に拡大した「障害者の雇用の促進等に関する法律」が制定された

（大泉滞『障害者福祉実践論』ミネルヴァ書房， 1989年， p.14，および，菊野一雄他編著『雇用管理

の新ピジョン』中央経済社， 1989年， p.22～23参照〉。

3）欧米の先進工業諸国においても， 「障害者保護」が実質均に軌道に来ったのは，第二次世界大戦後

のことである。この点は後述する。

4）ノーマリゼーション（normalization〕とは，障害をもっ人も老人も子どもも，向じ社会の一員とし

て存在している社会がノーマルであり，日常の坐活においては，障害をもっ人たちのいろいろな欲求

が，障害ーをもたない人たちと同じように，ごく白然に満たされていくことが当然であるという考え方

である。ノーマリゼーションにとって重要な認識は，社会のあり方ということである。

1976 c昭和51）年8月に精神薄弱者協会世界連盟は／ーマリゼーション・インテグレーションに関
するシンポジウムを開催したが，その討論の中で「われわれは障害者を『ノーマライズするのではな

い，環境をノーマライズするのだ』，このたったひとことに関する誤った認識が，多くの誤解を生むの

だ」と言っている。ノーマリゼーションとは，実は障害をもたない人たちの問題であり，社会の側の

問題なのである（手塚直樹『障害者福祉論』，第2版，光生館， 1989，年p.14)

この問題はハンス・ヨーナスの言う「世代間（通時的〕倫理」の問題とも関連があろう。 〔加藤尚

武『バイオエシックスとは何か』，未来社， 1986年， p.25）。

他方，“インテグレーション（integration）は，ノーマリゼーションの理念を具体的に展開してい

くための主要な原則”である。インテグレーションは，一般的には“統合化”と訳されているが，イ

ンテグレーションということばをぞのまま使うことが多い。

インテグレーションは，人間の生涯の歩みの各々において，医療，教育，労働，生活，住居，文化

活動，等あらゆる場面で，障害をもっ人も，もたない人もともに協力し，努力して，その可能性の実

現を図ってL、く過程だといえる。（中略〕，インテグレーションと同じ意味で使われているのが， “メ

インストリーミンクてmainstreaming）＂で，“本流化”といわれるものである。特に米国ではメイン

ストリーミングということばが使われている。（中略〉，この障寄をもっ人を社会の中で本流化してい

くというとらえ方は，ノーマリゼーションの実現に向けてのきわめて5郎、意志と積極さを示したもの

で，障告者福祉の実現へ向けての基本原則であること安忘れてはならなL丸子塚直樹，前掲書， p.15）。

5〕この数値には，精神薄弱者，精神障害者等は含まれていない。また， 5人未満の零細企業も含まれ

ていなh、。これらの数値が加われば，実際にはさらに驚くべき高さになると思われる。

6）さらに，文部省の『学校基本調査』によれば，養護学校の就職率は30%未満である。しかも，卒業

後就職できず，上級学校へも行けず，さりとて施設へずら入れない，いわゆる「在宅者」が1979年に

は589名（卒業生全体の19.59めであったのに対し， 1987年には2,773名〔39%〕と，実に4.7倍にも

なっているのである（大泉涛『障害者福祉実践論』ミネルヴァ書房， 1989年， p.105〕。

1990年5月28日の総務庁の発表では「働きたいのに就職でさずにいる身体障害者の数は約8万人」

である。しかし，精神薄弱者等を加えた「障害者」全体の数はより多くなる筈であるが，公表されて

L、ない。 「障害者雇用促進法」に基づく政令でほ， 1988年4月以降，常用労働者63人以上の企業に，
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実には， 「機械ーが「障害者」に適したブリコラージュ的作業りを奪ってきたばかりでなく，

「機械」化によってむしろ「障害者」に適した職種が誕生しつつあるにも拘らず， それらが

「障害者jに割り振られることは少ない。また，例え割り振られても， 「機械」に強制的に使

われる！労働jが多いのであるへ

「分業」も，本来さまざまな人々へ仕事を割り振るシステムにも拘らず， 「障害者」はこの

「分業システムJから駆逐されてきた。さらに，最近，指圧師や以灸師といった機杭化できず，

「障害者」にとって最後の「砦」の一つであるはずの職業からさえも「障害者Jが駆逐され，

健常者がこれにとって代っているのである。その上，病気や事故等で，新たに「障害者」にな

った場合には，今まで勤めていた職場から解雇されることも多いのであるペ

かつて， ミシェル・フーコーがし、みじくも指摘したように10日近代は Lafolie （「狂気」すな

わち広義の「障害者」〉の「大いなる閉じ込め」（社会からの隔離〕の歴史であった。

しかるに， 1960年代以降，先進工業諸国では， 「障害者」のノーマリゼーションとインテグ

1. 6%以上の障当者を雇用することを義務づけているにも均らず，企業の達成率は精神薄弱者を含め

ても1.32必 (1989年〉であり，身体［寧害者だけの数値は1984年以降1.25%と横ばである。法定雇用率

(1. 65めに達した企業は， 1988年で51.5%であるが，従業員1,000人以上の大企業では19.596；こすぎ

ない。

また，パートタイマーやアルパイト等の非正規従業員は，法定雇用率算出の基準外の（母集団でな

Lつため9 非正規従業員の割合が増加すると，法定雇用率i土「実質的にj引き下がるのであろ。ぞれ

でもなお，法定雇用率を達成できない企業が多いが，その際には「納付金Jを支払うことによって，
障害者の雇用を回避しているのである。今や「納付金」は，企業にとっての免罪符と化しているとい

って過吾でなL、。事実， 1990年3月31日の朝日新聞朝刊18面に掲裁された労働省管轄下の日本障害者

雇用促進協会と都道府県障害者雇用促進協会の広告（「事業主のみなさんへ」〉では，納付金の申告納

付要請が先になっており，雇用調整金・報焚金の支給申請が後になっているのである。これでは，企

業に納付金を奨励しているようなものではなかろうか。

労働省l土屋川率未達成の企業名公表制度lこつLrては「企業の制裁ではなく，障害者の雇用卒アップ

が目的ゆえ未達成企業を公表しなし寸とし、う姿勢をとってし情。他方， 「納付金」とL、う「制裁」に

はきわめて積極的である。何故であろうか。本来，障害者の雇用率アップを目的とするなら，雇用調

整金・報奨金を積極的に先に取り上げるべきではないのか。

し、ずれにしても， 「納付金」が，今や，企業にとって「免罪符」になっていることは周知の事実で

あるから，労働省の「広告」はアイロニカルな現象といえよう。

7〕ここでのブリコラージュ〔Bricolage）は， Levi=Strauss（レヴィ＝ストロース〉のPense巴sauvage

（野性の思考）の意味ではなく，アランス語で日常使われている「人間の手仕事」ないし「手作業J
U 、う意味である。

8）「労働は本来，人間を主人公にして展開されるべきものであり，一人一人の人間（障害者〉に合わ

せておこなわなければならない。しかし，現状は機械に使われる強制されての労働となヮており，主

客転倒した状況のもとで労働が営まれていることが多L、」（児島美都子編著『障害者雇用制度の確立

をめざして』，法律文化社， 1982年， p.13)

9〕児島美都子・前掲主主， p.298.

10〕MichelFoucault，日istoirede la folie a l'age classique, Gallimard, 1972 （田村敏訳『狂気の歴

史』，新潮社， 1975年〉。但し，フーコーの考え方に対しては，加藤尚武氏の次のような批判がある。
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レーションが推し進められ，我が国においても，国際障害者年 (1981年〉以来，これらの言葉

が宣伝されてきた。但し，我が固においては，現在までのところ，学校においてもIll,企業に

おいても 12），家庭においても，すなわち社会のあらゆるところにおいて， セグレゲーション

「異常者の隔離の近代的な形態として，いわゆる『地域異常者』の『閉じ込め』が行われたことに，

知の考古学の特殊な位相に関わるものがあることは確かである。しかし，フーコーは，正常というイ

デーを広い意味での医療行為の全体に関わるものとして考察することを怠っている。断片的な観察か

ら即断し，すべての『正常』概念か権力主義的偏見であるかのように普遍化してしまっている」（加

藤尚武「医療の基礎的存在論一一パラダイム主義批判」一一塚崎智，加茂直樹編『生命倫理の現在』

〔哲学の現在・第四巻〕，世界思想、社， 1989年， p.77〕。

11）現在，障害児は養護学校，特殊学級へ進むケースが多く， 「普通」児と共に学ばせようというケー

スは稀である。

「なぜ，日本の教育界が，障害児を健常児の仲間に入れて授業させないのだろう。なぜ，地域には

いっぱb、障害児がいるのに，健常J尽だけに普通学校入学をすすめ，障害児を別扱いにして，養護学校
に閉じこめようとするのか，不思議でならなL、。私はここで，この国の行政のあきたりなさや，旧態

依然の人間差別教育にさかしらをいっているわけではなしづ（水上勉『ものの翠ひとの盤』，小学館，

1985年， p.198）。

この問題はきわめて難しく，複雑多岐に亘る為，稿を改めて究明することとしたい。なお，この方

面の専門家の次の言葉は誠に示唆に富んで、いる。

「障害児分離・別学教育体制は障害幼児分離・別育体制を前提し，それに支えられているのであり

その障害幼児分離・別育体制はきらに障害胎児発見・排棄（中絶〕の医療技術によって強化きれてい

る。」（古川清治他編著『バイオ時代に共生を問う 反優生の論理』，柘植書房， 1989年， p.2)

「“函竜点目青を欠く”の喰えのように，これまでの社会福祉論は“福祉”の制度的・物質的（金銭

的）条件，ないしは“福祉”へのサーピス・援助の仕方について，さまざまの説を出すだけで， 守百

祉”そのものの意味を明確にすることを避けてきたきらいがあった。一例宏挙げるならば， “精神薄

弱児に養護学校を用意するのがよLヘヘ、や，一般学校の普通学級に入れるべきだ，その方が精神薄

弱児は『しあわせ』になれるはずだ”といった議論がある。また， “精神薄弱児”には，生涯安心し

て過せるコロニーを用意するのが最善だ”，“いや，精神薄弱者も健常者と同じように，ごく普通の生

活を皆と一緒にしたいと望んでいるにちがいないのだから，コロニーに収容するよりも，地域でケア

するのがよいのだ”といった議論もある。そうした議論の多くは，こうすれば障害者にとってよいは

ずだという当て推量の域を出ていない。障害者がどのような状況であることが最も“しあわせ”だと

感じているかが“点Hずであって，それを明確にした上で条件なり，サーピス・援助の方法なりを具

現化すべきである。もっとも，障害者一般に共通する“しあわせ” J蓄を具体的・個別的にどう具現イと

するかということは至難である。個人個人のおかれている事情なり，それぞれの価値観なりによって

違ってくるからである。」（炉蕗隆二「障害者福祉の忠忽」一一『発達障害研究」， 5巻3号， 1983年12

月， p.7）。

L、ずれにしても，この問題に Unirersalな解を求めること自体難しいのかもしれぬ。だからとい

って contingentな解，あるいは caseby caseで割り切れるものでもない。まさに難しL、で問喧あ

る。

12) The Institutes for the Achi巴vementof Human Potentialの所長である GlennDoman博士は

「家庭における障害者の NormalizationとIntegrationの理論」を提唱し続けている数少ない研究

者のひとりである。詳しくは以下を参照。

Glenn Doman, What to do about your brain-injured child, The Simul Press, 1974; Glenn 
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(Segregation）がなお強く根を張っているといって過言でなL、18）。換言するならば我が国にお

いては， 「大いなる閉じ込め」（社会からの隔離〉がなお根強く残存していると言わざるを得

ない凶。

以上のような厳しい現実の中で， 「障害者の雇用問題Jを究明することは至難の技である。

しかしながら，僅かでも解明の手掛りをつかむために，筆者は幅蜘の斧をふりあげつつ，とり

あえず，以下のような順序で、研究を進めて行きたい15）。

1. 緒言

2. 障害者雇用の推移の概観

Doman, How to Multiply your baby’s intelligence, The Simul Press, 1984. 

13）現在までのところ，労働経済学，労働社会学，労働心理学，社会政策学，労務管理論，労使関係論，

労働法学，等々のいわゆる「労働問題」を対象とする研究者の間で， 「障害者」の研究はメイン・テ

ーマから大きくはずれており，取り上げられることは少ない。このことは『日本労働研究雑誌』の巻

末に毎月掲載される「労働問係文献月録」を見ても瞭然である。なおこの点に関して詳しくは3の注

25を参照されたい。また， 「企業福祉論」とか「労働者福祉論」と銘打った書物においても，障害者

雇用の問題は全く触れられていないことが多し、。さらに， 「社会保障論」や「社会福祉論Jにおいで
すら，欧米の先進諸国に比し， 「障害者」の研究は立遅れて出発したといわざるを得ない。

我が国では，むしろ，専門外の人々による，例えば，以下のような文献が「障害者」をめぐる根元

的な問題を鋭く浮彫りにしているのである。彼らは，安全な場所に身を置いた「健常者」の第三者的

発言でトはなL、。彼らの発言は「障害者」と共に悩み，苦しむ中から生まれ出た深遠な聞いである。

水上勉『くるま椅子の歌』中公新書， 1973年

月 『生きる日々』ぶどう社， 1980年

大江健三郎『新しし、人よ眠ざめよ』講談社， 1983年

月 『人生の親戚』新潮社， 1989年

正村公宏『ダウン症の子をもって』新潮社， 1983年

この他，金子弘氏によると，文学作品で取り上げられた障害者問題には以下のような例がある。

泉鏡花『高野聖~ 1900年

国木田独歩『春の烏」 1904年

真山青果『南小泉村（6）』 1909年

徳富麗花『みみずのたわごと』 1913年

本庄陸男『白い壁』 1934年

坂口安吾『白痴」 1946年

山本周五郎『季節のない街~ 1971年

北本土夫『遥かな国，遠い国』 1960年

〔金子弘「文学作品にみる障害者観」 『発達障害者研究』第4巻2号，日本文化科学社， 1982年

9月， p.22 27) 

なお，生瀬克巳『近世日本の障害者と民衆』三一書房， 1989年も秀れた研究書である。

14）「障害者，とりわけ重度，および高齢障害者の多くが依然として就職できずに在宅のみの生活を余

儀なくされており，その中には働くことを強くねがい希望している者が決して少なくないことも事実

である」（大泉涛『障害者福祉実践論』ミネルヴァ書房， 1989年， p.74～75〕
15〕本研究は内容が多岐に亘るため，数回の連載を予定しているが，章構成に多少の変更があり得るこ

とを予めお断りしておきたい。
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3. 障害者雇用の現状の概観

1) 我が固における障害者の推計値

2〕 障害者と雇用一一職場を待つ障害者達一一

3) 障害者法定雇用率の基準をめぐる諸問題

4) 谷間に取り残された障害者の群（以上本号所載〕

4. 障害者雇用をめぐる「理念」の諸問題。ノーマリゼーション，インテグレーションを中心として
2〕 「障害者観」の歴史的変選と現状（いくつかの見解をめぐって〉

3) 「障害者」の定義をめぐる諸問題

4) 「理念」と「制度」の峡

5. 障害者雇用の国際比較（欧米先進諸国， AA諸国益例えばインドのラルシュ，ソ連，中国，

NIES諸国，等〉

6. 我が国における障害者の労働市場

1) 労働力給源の現状と課題（学校，施設，をめぐる諸問題〉

2) 障害者労働市場の分析

3) 障害者労働市場の位置と意味（「自立」を前提とした労働市場か， 「保護」を前提とした

労働市場か〉

4) 企業と「障害者諸施設」

7. 我が国における「障害者の雇用管理」の現状と課題

8. 「障害者雇用」問題の位置と意味

1) 政治的，法的な位置と意味

2) 社会的，経済的な位置と意味（雇用・就業形態の「多様化」と障害労働者〉

3) 技術的な位置と意味〔ME化，バイオ化，等〉

4) 哲学的な位置と意味（「労働の終荒」， 「人間の終誌」，等〉

5) 方法論的な位置と意味（「障害学Jとは〉

6) 現実的・具体的な位置と意味

a）障害者雇用の根本的課題

b) 「障害者運動jの課題

9. 結

2. 障害者雇用の推移の概観

現在，障害者は世界全体で約5億人（人口の10%）いると推定されている！）。 これらの大半

1）手塚直樹・加藤博臣『障害考福祉論Jミネルヴァ書房， 1990年， p.26
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は発展途上国が占めていると言われておりベ 今後，人口の増加に伴い，障害者は膨大な数に

のぼると予想されている。

間際連合〔UN〕では，障害者の発生状況を次のように示しているヘ

(1）事故〈特に家庭内事故〉一一毎年少なくとも 2,000万人が事故にあい，そのうち11万人

が恒久的な機能障害をもつようになる。

(2）交通事故 毎年1,000万人が頭部外傷，脊髄損傷，頚椎損傷，切断などの大事故にあ

っている。

(3) 病気と栄養失調一一恒久的な障害を伴う病気や栄養失調は，依然としてとくに開発途上

国において蔓延している。たとえばハンセン氏病は毎年2,000万人がかかり，毎年25万人

の子供がビタミン不足で盲目とJなっている。

(4）精神病一一10人に1人は人生のある時期に精神病になっている。現在もなお世界の病院

の全ベ y ドの4分の1は精神病患者によって占められている。

(5）視覚障害者は世界中に1,000～1,500万人，難聴は7,000万人，脳性麻痔は1,500万人，て

んかんは 1,500万人，脳血管障害は富める国に顕著で、ある。

翻って，我が国においては， 1987年現在， 18歳以上の障害者は約241万人であり，さらに社

会や医療の対l象となる障害者の総計は 500万人ほどU になるといわれているが，その数は年々

増加してきている。

障害者の雇用について欧米先進国の政府が関心を示しはじめた契機は，第一次世界大戦によ

る多訟の傷民軍人を目のあたりにしたことにあった。同時に， IL 0 （届際労働事務局， 1919

年創立〕も1923年に各国政府に次のような勧告を出したヘ

①傷庚軍人に対して，年金とは別に本人の生産能力を十分に発揮して生計の糧を得る機会

を与えること。

① 特別の保護立法を制定L，同時に就業の方法を工夫すること。

① 人口問密の国では，一定比率の身体障害者の強制雇用の立注を与えること。

しかし，障害者に対する雇用保障が法的根拠をもって本格的に取り上げられるのは，主とし

て第二次世界大戦後であった。主な動きとして，イギリス障害者雇用法 (1944年制定〉，オラ

ンダ障害者労働法 (1947年制定〉，フランス障害者復職法 (1957年制定〉などがあけられる6）。

Z〕今城義隆「障害者の震用問題」（中ゑ毅編著『日本の労民関係」中火経済：位， 1986年， p.137)

3）手塚，加藤，前掲書， (1990年）， p.26oなお，国連（UN）の資料の中に，戦争や労働災害による

機能障害者が入っていないのは不思議である。

4）手塚，加藤，前掲書 (1990年）， p. 20; 500万人の内訳は「身体障害者240万人，身体障害児9万2千

人，精神薄弱者（JC.)36万人，精神津害者（実態は不明だが，入院中のもの32万人，それ以外100万

人〉約132万人，多種多様な難病約100万人」であり，以上を合計すると約500万人強である。しかし，

以上の数値はいずれも少な目に見積られており，実際の障害者はもっと多いと思われる。

5）児島美都子編著『障害者雇用制度の確立をめざして』，法律文化社， 1982年， p.74 
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なお，保護雇用が一般的になるのは欧米の先進国でも1960年代以降である。

我が国では，第二次世界大戦以前には，障害者対策は傷虞軍人7）と盲人引などに限定され，

その他は僅かな救貧政策9）があるにすぎなかった。第二次世界大戦直後の1950年代には，日本

国憲法施行〔1947年〕のもとで，児童福祉法，教育基本法，身体障害者福祉法，生活保護法，

学校教育法，等が施行され始めた。しかし，我が国で「身体障害者雇用促進法」が制定された

のは1960年であり lへその契機は1950年の ILO （圃際労働事務局）の99号勧告〈身体障害者

6）児島美都子，前掲書(1982年）， p.79-80；これらは主に一般雇用をとりあげたもので，企業に対し

一定の比率を定めて障害者を雇用することを義務づけている。また，法の対象を傷英軍人に限らず，

一般の障害者にもひろげている点に特徴がある。なお，イギリスの障害者（雇用〕法だけが，この段

階から保護雇用をとりあげている。

7〕一般に障害者に比較して，傷痕軍人に対する施策は，戦争を支えるための軍事援護事業のーっとし

て，かなりすすめられてきていた。すなわち1931年（昭和6年〉には， 「雇用主に入営者の退営後に

おける再雇用を義務づけた，入営者職業保障法」の制定， 1937年に，陸軍病院内での職業準備教育の

開始， 1938年には「就職を容易にするための作業設備，作業方法の改普のために100円を限度として

雇用主に補助する制度J,1939年には雇用促進のために各都道府県に「傷療軍人雇用委員会」を設置

している。また，就職後の補導を行うために「傷主義軍人職業補導要綱」を1940年に制定している。

また｛傷療軍人の職業問題はきわめて憂慮される状況にあったために，当時諸外国において採用され

ていた身体障害者強制雇用制度について調査し，その制度の実施についての準備を整えたが，遂にそ

の立法化は行われなかった，とb、う経緯もあった。

1939年（昭平旧4年〉，政府は傷痕軍人対策を総合的にすすめるために，「軍事保護院Jを厚生省の外
局として設立した。そして，この中に職業課がおかれ，傷夷軍人の職業援護，失明傷庚軍人保護，義

肢・作業補功具の潤発や製作が行われた。また，軍人保護院は傷英軍人の保護のため当時としては~

大な国立施設を直営して，医療，職業訓練，雇用斡旋等，組織的なリハピリテーションを行った。特

に施設についてみれば，傷療軍人結核療養所40か所，傷痕軍人温泉療養所10か所，傷漢軍人精神・頭

部戦傷者・脊髄損傷療養所各1か所，傷療軍人職業補導所8か所，失明軍人寮・失明軍人教育所各1

か所が設けられ，職業補導が行われた。

（手塚直樹，松井亮輔『障害者の雇用と就労』，光生館， 1984年， p.27)

.s）我が国における盲人保護の歴史は古く，江戸時代の職業政策として三療（あんま，はり，きゅう入
琵琶法師の身分制度として当道産の結成や検校制度（検校，当道，勾当，座頭〉などの政策がとられ

ていた（手塚，加藤，前掲書， 1990年， p.27）。

宮〉戦前における一般の障害者対策は， 1874年（明治7年〉に制定された「他救〈じゅっきゅう〉規則」

およびそれに代って1932年〔昭和7年〉から施行された「救護法」によって，救貧対策として恩恵的

に処遇されていた。

しかし1923年（大正12年〉に，文部省令「私立盲学校及び聾邸学校規程」が公布され，これらの学

校の設置が義務づけられた。これにより急速に増加していった官，ろうあ学校において，職業補導等

に対する配慮が加えられている。

また1923年〔大正12年〉の関束大震，Lによって生じた身体障害者を対象として，政府は財団法人同

潤会に交付金を与えて啓成社を設置，ここで18歳以上の身体障害者に対し，洋服科，ミシン裁縫科，

婦人子供服科，家具科，簸細工科，履物仕上科等の種目について職業補導等を実施してし情。こうし

た事業は，先駆的な役割jを果たしてきたが，全体としての基調は，救食対策の一環としての救護にす

ぎなかった（手塚，松井，前掲書， 1984年， p.26-27）。

10）労働行政も厚生行政も，第二次世界大戦の終結 (1945年〉後，近代的施策犬系として進展してくる
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表 21 民間企業における規模別身体障害者雇用状況の推移
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13,071 

23,917 
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2,889 

2,219 

の職業更生に関する勧告〉であった。

1976年の法改正により，法定雇用率や納付金制度などが新たに創設された。法定雇用率(1988

年 4月以降は民間企業で1.6 %）には，納付企以外に罰則規定がないため11)' 1989年現在で半

数近くの企業が未達成であり（表2-1参照よ平均雇用率は 1.32勿に富まっている。しかも，

雇用率は大企業ほど低くなっているのである。

また，厚生省「身体障害者実態調査」(1988年 6月）によると， 1987年現在の身体障害者の就

業数は70万1,000人で，就業率は29.0%であるが，この数値は1980年の63万8,000人（32.39的

に比べ3.3%低 Fしたばかりでなく， 1970年の44.1%に比べると，驚くべきことに15.Hぢも低

下しているのである12）。

が，その歴史的経過の中では，降苫者の就労が先行してきている。障害者就労は，終戦の1945年〈昭

和20年〉から，各種授産施設の設置を経て，重度身体障害者の収容授産施設が設置される1964年〈昭

和39年〉と，身体障害者相祉工場が創設される1972:¥（昭和47年〕と，ぞれから今日までのおおよそ

3段階にわけて考えることができる。障害者の雇用は，最も顕著なものとして， 1960年（紹和35年〉

の身体障害者雇用促進法の制定があるが，終戦からそれまでの時期，義務雇用と雇用納付金制度を中

心とした抜本的改正がされた1976年（昭和51年）左，ぞれから今日空での3段階にわけて考えろこと

ができる〔手塚，松井，前掲書， 1984年， p.26）。

11〕但し， 300人以上の事業所で法定雇用率の達成できない場合は「雇用納付金」を約めることになる

が，一人につき月額4方円（年額48万円〕とL、う額のため，大企業にとっての「免罪符」と化してい

る。

12）厚生省『障害者実態調査』， 1988年6月；身体障害者の中で，不就業の人は242万人であり，不就業

率は71%としづ高率である。しかも，不就業率は197C年から87年の17年間で15.1%も増加しているの

である。不就業の理由についてみると， 「重度障害のため」が34.3勿で最も高く，次いで「高齢のた

めJ〔26.9%），「病気のため」 (19.2%）となっている。重度障害者や障害を持った高齢者なとは企業
が見向きもしないというような悲惨な風潮は一体いつになったら改善されるのであろうか。また「働i

く場がないため」（4.19の，「適職がないため」（3.2%），「通勤が困難なため」（0.3%〕など，就業。

環境条件が整わないため，やむを得ず不就業となっている人も約8%にのぼっている。
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表 2-2 民間企業の障害者雇用状況

！ 身体障害者 ！ 精神薄弱者 ｜ 障害者計 ｜未達成企
常用労働し一一一一一一一一＿I I I 

企業数｜者仏人〉数 i数（人） I号zずi数以人〉｜号云一－1－；二J万子｜業法
卜ム270,

注： 1）」号体障害者数は，重度障害についてはダブルカウントしてある。
2）未達成企業の剖合の〈〉内は，身体障害者だけをみた場合である。
3）雇用率は1.6%,63人以上の企業から適用を受ける．
資料：労働省「身障体害者及び精神薄弱者の雇用状況」 1988年6月1日現在。
出典〕手塚・加藤；， 1990年， p.104 

合

このような状況の中で，労働省は「身体障害者雇用審議会」を設置し，法改正の準備を進め

てきたが， 1987年1月に同審議会は答申を提出した。答申を受けた労働省は，第108通常国会

に身体障害者雇用促進法案を提出L，同法案は1987年5月に成立した。法改正の内容は，次の

3点℃、ある。

① 法律の適用対象者の範囲を身体障害者から精神薄弱者，精神障害者を含む障害者全般に

拡大し，法律の名称を「身体障害者雇用促進法」から「障害者の雇用の促進等に関する法律」

に改める。また，雇用の促進に加えて，障害者の失業の防止等，雇用の安定をはかるため，新

たな障害者雇用継続助成金制度を設ける。。

② 雇用主に対して一定割合（法定雇用率）以上の雇入れを義務づける対象者として精神薄

弱者を加え，雇用されている精神薄弱者については身体障害者雇用調整金および報奨金の支給

対象に加える。

⑥ 障害者の職業リハビリテーションに関係する施設の設置および運営を一元化するととも

に，障害者職業総合センターを核とする職業リハビリテーションの全国ネットワークを構築し，

注12の表 身体障害者の識業別従事者数 〔単位：千人〉

職 業 総 数 i視覚障害｜聴言障害｜肢体不自由｜内部障害
川ψVみC与A、、 数 701 c 100) 68 c 100) 1曲（叫 448c 1同） I s4 c附
農業・林業・漁業 93 (13. 3〕 9 (12. 5〕 18 (17. 7) 61 (13. 5) 7 c 7. 8) 
運輸・通信 14 c 2.0) 一（ー〉 0 c o. 4) 11 c 2. 5) 3 c 3. 2) 
事 務 75 (10.7) 3 c 4.0〕 5 c 4.6) 50 (11. 1〕 18 (21. 4) 
管理的職業 30 c 4.3) 2 c 2.2) 3 c 2.7) 19 c 4. 1〕 7 c 8. 6〕
販 7士c 64 c 9.1) 4 c 5. 7) ' 6 c 6.2) 44 c 9.7) 10 (11.8) 
サービス業 56 c 7.9〕 3 c 4.5) 7 c 7.3) 38 c 8.4) 7 c 8.6) 
あんま・マッサージ・はり・きゅう 31 c 4.4〕 27 (39.6) 1 c 1. 2〕 2 c 0. 5) 一（一）
専門的・技術的職業 73〔10.4) 5 c 7.8) 6 c 6.2) 50 (11. 1) 12 (13. 7〕
技能ヱ・採掘・製造・建設・労務 6 c 8.5) 36 (35.4) 118 (28. 3) 11 (13. 3) 
保安職業 8 c 0.8〕 一（ー〕 1 c o. 8〕 4 c 0.8) 2 c 1. 8) 
その他 89 (12. 8) 10 (15. 2) 18 (17. 7) 53(11.9) 8 c 9.6) 
出典〉労働経済新聞， 1988年6月14日， 6面。 （ 〉は構成比〈勿〉
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職業リハビリテーション体制の整備とサービス水準の向上をはかる。

この改正法は， 1988年4月l日から施行されたが，障害者雇用続助nit金の支給にかかる部分

については， 1987年 7月 1日から施行された13）。

法改正に伴い， 1988年 4月より，民間企業の障害者法定雇用率を 0.1%引き上げ， 1. 6 %と

し，また特殊法人は1.9%，非現業の官公庁は2.0%，現業の官公庁は 1.9%へと各々引き上げ

られた。しかし，現実には， 障害者雇用促進の音頭をとっている労働省や厚生省等の官庁自

体が障害者を積極的に雇用しているとはいい難し、。 1987年 6月 1日現在，官公庁（非現業〉全

体では，法定雇用率1.9%を辛うじて達成しているが，これはあくまで全体の平均であり，個

13〕「昭和60年代における障害者施策の動きとしては，障害者のニーズの多様化への対応として重要な

法改正が行われてし崎。その一つに， 1987年の障害者の雇用の促進等に関する法律への改正。二つに

は，社会福祉士及び介護福祉士法 (1987年）の制定。三つには， QOL(Quality of Life）の問題，

すなわち生活の質を問う考え方である。これからは施策一つひとつの内容についての検証を通じて，

ソフト面の充実を図ることが問われている。昭和60竿以後の制度の動向は次のとおりである」〔手塚少

加藤，前掲書， 1990年， p.36-36)

(1）職業訓練法は職業能力開発促進法に改正。精神薄弱者を訓練の対象とした (1985・昭60）。

(2）身体障害 υD者の障害認定の範囲を小腸機能に拡大し，中心静脈栄養法を更正医療および育成
医療の適用対象とした (1986・招61）。

(3) 小規模作業所対策として在宅障害者デイ・サービス施設を創設（1986・昭61）。

( 4) 施設入所者の費用徴収制毘を導入 (1986・昭61〕。

次いで費用徴収の対象となる扶養義務者の範囲から親をはずす (1988・昭63〕。

(5) 20歳以上の在宅障害者に特別障害手当を創設。 20歳未満の障害児！土障害児福祉手当となる (1985

・昭61)。
(6) 障害者福祉都市推進事業を障害者の住みよいまちづくり事業として再編した (1986・昭61〕。

(7）福祉機器開発普及事業を創設 (1987・招62〕。

(8）精神薄弱者社会自立促進モデルを創設 (1987・昭62）。

(9）在宅重度障害者適所援護事業を制度化〔1987・賠62〕。
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々には未達成の官庁もあるのである。だが，労働省は「個別官庁の雇用率は極秘事項」として

公表していない。したがって，実態は厳の中である。労働省や厚生省の障害者雇用が法定雇用

率を大幅に上回っているとし、う気配は感じられない。

20年近く前に，水上勉が措いた以下の情景は今日いかほど改善されているのであろうか。

一ーかなしいかな『障害者雇用促進法』というものの音頭をとっている厚生省の建て物の中

に，一人の障害者も働いていません（中略〉。電話交換手や，守衛の仕事はちょっとした軽症の

人でもっとまるはずだが，省内のどこを見わたしても障害者の姿はない。たまに障害者をみか

けるとすれば，それは陳情団の一人であった。本省がそうだから民間もこれにならうのか14）。

またたとえば，機械化・ ME化によって本来障害者に適し℃いた単純労働が駆逐されている

ばかりでなく，最近，指圧師や誠灸師といった機械化で、きず，障害者にとっていわば最後の砦

のlつであるはずの職業からさえも盲目の人々が駆逐され，健康な人々がこれにとって代わっ

ている。

労働省や厚生省はこうした事態に対し，必死になって取り組んでいるとは言い難い。障害者

の就業率の激減の一因もこうした情況の中に潜んでいるとはいえまいか。

再び問う。 「1970年から87年の17年間に，身体障害者の就業率が15.1%も激減したという事

実Jと「養護学校の就職率は30%未満であり，しかも卒業後，就職できず，上級学校へも行け

ず，施設へも入れない『在宅者』が1979年から87年の聞の僅か8年間で4.7倍に急増したとい

う驚くべき事実jは一体何を物語っているのであろうか。

今や，働く場から「障害者」が驚くべき速さで［駆逐」されていることは歴然たる事実であ

る。現在までのところ，世界の国々の目は「日本の長時間労働と円高」に向けられている。し

かし，近い将来には，障害者や非正規労働者などの「弱者」を犠牲にした「日本の雇用・就業

構造」に対して辛競な批判が浴びせられるであろう。

しかも，今日，我が国の企業（とりわけ大企業〉がモノやカネに対しては「ストックを重視

する政策」（例えば，内部留保＝自己資金の増大や，国内のみならず海外の土地・ピル・絵画

などの買占め，等々〉をとっているにも拘らず，ヒトに対しては，なお「フローに偏した政策」

〈すなわち， 「ヒトは大切なストッグであるJという考え方とは全く逆に「障害者を駆逐し，

『景気変動のテコ＝フロー』としての非正規労働者を増やす」といった「ヒト軽視の政策」〉を

とり続けているのである。

このように，モノやカネばかりを重視し，ヒト（わけても障害者や非正規労働者，等〉を軽

視ないし犠牲にするような風潮は諸外国から厳しく指弾されるに違いない。別言するならば，

モノやカネばかりをストック L，ヒトをフローとして使い捨て乍ら，肥り続ける日本経済（大

企業〉に対して，やがて厳しい非難が浴びせられるであろう。

14）水上勉『生きる日々 一一障害の子と父の断章』ぶとう社， 1980年， p.133及び141.
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その時には，日本の障害者法定雇用率の低さも敢しい批判にさらされるであろう。すなわち，

日本のGD p （国内総生産）は，今やオランダの11倍，イタリアの 3.7倍，イギリスの3倍，

フランスの2.6倍，旧西ドイツの2倍1ベであるにも拘らず，障害者の法定雇用率は，フラン

久10%，旧西ドイツ 6~ふオランダ 3 ～ 7%，オーストリア 5%，イギリス 3%，イタリア 2

5杉，に対し日木は実に1.6%cいう低さである 16）。
こうした，我が同の障害者法定雇用率の著しい低さに対して，世界中から非難の戸が高まる

と共に，さらに，このような低い法定雇用率すら達成しようとしない日本の大企業に対して厳

しい怒りの戸が発せられるに違いない。

それにしても，市価な絵画や土地やヒ、ノレ，及び宣伝効果のあるイベントに惜し気もなく大金

をつぎ込む大企業が，何故「障害者の法定雇用率］を守ろうとしないのか。この不条理に，人

々は何故もっと怒らないのであろうか。

3. 障害者雇用の現状の概要

1) 我が園における障害者の推計値

障害者の実数を把握することは現代の難問の一つである。とりわけ精神障書者や措神薄弱者

についてl土プライパシー侵害の危険性を苧むため，実数はなかなかっかみにくい。また，精

神薄弱者や精神障害者の定義が法律上必ずしも明確でないため，厚生省l土既に20年以上lこ亘っ

て実態調去を行っていない。

ぞれ故， 1987年現在，我が国の障害者は「推計値Jで示す以外iこなしすなわち，障害者は

約 428万人であり，人ロの約3.55訴である！）。 この中で，身体障害児・者が最も多く約251万人，

ついで精神障害児・者約106万人，精神薄弱者約51万人となっていろ。慢性病患の患者で生所に

相当な困難を抱えている人を含めれば，障害者の数はさらじ大きくなる。また，人口の増加・

高齢化などの進肢の中で， l軍害者の数はよ曽えつつあり，障害者の重度化や重複化も進んでい

る2）。 そのため，実数の把握はますます難しくなると言わざるを得ない。

ここで，参考までに，位議久夫氏によって作成された推計値を掲げあおさ之い〔表3 1参

照〉。

2) 障害者と雇用一一一職場を持つ障害者達一一一

労働省によると， 1990年3月末現在で，日本全国の職業安定所に求職登録している障害者数

15）日本生産性本部『活用労働統計』 1990年版， p.173.

16〕手塚直樹『障害者福fl出品，おS2坂，光生館， 1989年， p.245.

1）この推計は，佐藤久夫（日本社会事業大学助教i三〉「障害者の実態Jc『障害者福祉論J，中央法規
出版， 1989年） p.52から引用した。

2）前掲書， p.52，なお，障害者の重複化とは一人の障害者がこっ以上の障害を持っていることをさす。
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表 3-1 日本の障害者数の推計値

2,413,000人
2,505,500人

宅 17歳以下の身体障害児 92,500人

体 身体障害者更生援護施設 32,405人
障 施設 身体障害児の施設 16,224人

笠Eヨ主 入 特別養護老人ホーム 134,461人 203,356人

者 所中 盲老人ホーム
2,541人

救護施設・更生施設 17,725人

霊精害
精神病者 721,000人

精神薄弱者 513,000人 1,577,000人

その他の精神障害者 342,000人

メ』
口 計 1 4,28叩人

出典〉佐藤久夫氏・前掲書， p.53 （注1参照〉

は336,601人であり，そのうち就業中の者は266,527人〔79.2%）である。しかし，この登録者

数と就業中の数は1987～88c昭和62～63）年をピークに減少しているのである（表3-2参照〉。
障害者の就業率や養護学校の就業率が近年著しL、低下傾向にあることは前章で見た通りであ

り，障害者雇用の現実は誠に厳しく，悲惨である。 1987年に改正された，いわゆる「障害者雇

用促進法」においては，常用労働者63人以上の民間企業は障害者を1.6%以上雇用することを義

務づけている。しかし， 1990年6月1日現在の労働省の調査幻によれば，民間企業46,469社の

平均雇用率は1.32%であり，法定雇用率を達成していない企業が47.8%を占めている。また，

働く意思を持ちながら，就職出来ない障害者は全国の職業安定所の合計で55,860人にのぼって

いる。一方，総務庁 (1990年5月発表〉のデータによると， 「働きたいのに就職できずにいる

身体障害者は約8万人」となってL喝。したがって，精神薄弱者等を含めた全障害者の数は，

労働省発表の倍以上になるのではなかろうか。

1～2 ~ぢの誤差なら兎も角，官庁間で統計数値に 2 倍以上の違いがあるとは一体何事なので、

あろうか。

さらに， 100人未満の企業では61%が障害者法定雇用率を達成し，雇用率も2.0%と高いのに

対し， 1000人以上の大企業では僅かに18.8%しか法定雇用率を達成しておらず，雇用率も1.16 

9杉と法定基準を大幅に下まわっている。 （前掲の表2-1，表2-2を参照〉。また， 最近，

大企業の多くは，雇用率を算出する際，分母から除外できる非正規従業員を増やすことによっ

て，実質的にはより低L、雇用率で済ませているのである。

大企業の多くが法定雇用率を達成しないいま一つの理由は，雇用納付金（一人当り年間僅か

48万円，図3-1参照〉の支払いを，あたかも「免罪符」の如く考えている点にある。すなわ

ち，金さえ払えば障害者を雇用しなくてよいとL寸姿勢がこれである。

3）労働者職業安定局，高齢・障害者対策部，障害者雇用対策課編『平成2年8月24日速報』 p.18
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障害者求職登録状況

｜登録者全数｜ 就業中の者

80,809 

188,949 

202,428 

213,723 

228,396 

242,450 

253,209 

263,936 

270,873 

277,570 

281,894 

285,077 

279,429 

266,527 

95,279 

230,158 

247,480 

254,677 

273,193 

291,570 

309,960 

324,994 

333,053 

342,179 

350,011 

347,225 

340,908 

336,601 

3月末
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昭和45年

53年

54年

55年

56年

57年

58年

59年

60年

61年

62年

63年

平成元年

2年

出典〉労働省ほか「障害者の雇用促進のために」平成2年度
版， p.12. 

土地・ピル・高価な絵画の買占広告〈宣伝）効果のある国際的ピッグ・イベントの開催や，

め，及び政治献金，接待費，内部留保，等々には途轍もない大企を惜し気もなくつぎ込むにも

拘らず，障害者雇用に関しては，法定の義務基準すら守ろうとしない「大企業の倣慢なコスト

しかも，我が国の民間企業の法定雇－能率至上主義」に対し，我々は強く論難すべきである。

このように低いのであろ

うか。何故，このように低いものすら守ろうとしないのか。次項では，我が国における障害者

の法定雇用率の低さについて問題点を整理してみよう。

用率 (1.6%）そのものは先進諸国の中で一番低いのである。何故，

障害者法定雇用率の基準をめぐる諸問題3) 

(1987年改正〉に「障害者の雇用の促進等に関する法律」既述の通り，我が国においては，

これは「割当雇より，民間企業ほ障害者を 1.6%以上雇用するように義務づけられているヘ

用制度」（QuotaSystem）といわれるもので，全従業員の中で一定比率の淳害者を雇用しなけ

ればならないことを雇用主に義務づける制度である。この義務づけは不履行に対する納付金の！

徴収でもって担保されているヘ

以下において，我が国の障害者法定雇用率そのものについて若干の検討を試みたい。

4）民間企業以外の雇用率は以下の通りである。

①国・地方公共団体等の非現業的機関（各省庁，地方自治体）2.0%；同・現業的機関〈郵政省，大

蔵省造幣局・印刷局，林野庁，地方公営業，等） 1. 9%。

①民間の特殊法人（公団，事業団，等） 1. 9%。

5）手塚直樹，前掲書， 1989年， p.245。
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図 3-1 障害者の雇用援助施策の内容

（障害者の雇用援助施策の内容l

85 

-I 1.身体障害者雇用率制度l一（法定雇用率の設定一①民間企業1.6タ①一定の特殊法人
I J 1.9%，②国，地方公共団体の弄現業機関2.0%，①国，地

公共団体の現業機関1.99的
-I 2.身体障害者雇入れ計画の作成命令等｜一〔①身体障害者雇入れ計画の作成命令，②適正実施の勧告，
' l ③勧告に従わない事業主の公表〕

-I 3.身体障害者雇用納付金帝j度一経済的負担のアンバランスの調整，助成援助をはかる制
＼ 度〉

-I (1）雇用納付金の徴収I－ぐ雇用率を達成していない企業（300人以下は除く）から不
' l 足数1人につき月額40,000円の納付金を徴収〉

I (2)雇用調整金の支給卜（雇用率超過達成企業に超過雇用数1人につき月額20,000
I I 円の調整金を支給〕

一I(3）報 奨 金 の 支 給！一（3労相当数又は5人のいずれか大品、数を超えて雇用し
！ ？ ている企業（300人以下〉！こ対し， 1人につき月額10,000円

の報奨金を支給〕

一戸函 成 金 ；；一｝｝｝一玄五］一〔障害者の雇用をすすめるための費用を功成する市J度

I 川F身体障害者作業施設設置な1（作業を容易にする施設，設備の設置，借上げに対する助
十ど助成金 「成：

-I②重尻障害者職場適応助成金｜ （重度障害者， 45歳以上の身体津害者，重い精神薄弱者の
I i職場適応、指量に対ナる助成）

一｜③重度障害者特別雇用問坊！空度障害梓の住宅住宅の指導員配置，通勤h 自
成金 ｜家用車の購入，手話通乱健康相談医，職業コンサルタγ

一一一一一一」 ト，視覚障害者の介助等に対する助成〉

←l笹重度障害者多数雇用事業所l（重度障害者，精神薄弱者を震入れる事業所の施設，設備の
｜方電設設置等劫成金 ｜ 設置，改善に対する助成）

_I⑦身体障害者等能力開発防成！（職業能力開発向上訓練施設の設置，整備，運営費，受講費
｜ 金 「に対する助成〉

一14.事業主への雇用援防措置卜（障害を雇用する事業主に対して，雇用給付金制度の他に，
丁「 者間開発助成引各種の雇用蹴措置の実施〉
一｜①特定求職者雇用開発幼成金1-C重度障害者等を相当期間雇用する場合の賃金のl/2～2/aの
l一一一一一一一一一一一一一一一一」 支給〉

一厄盃言者雇用継続助成金IC在職中に障害者になった場合の継続雇用に対する助成〉

-j①重度障害者雇用促進融資ト（日本開発銀行による土地・施設設置資金の貸付〉

i-1③税制上の優遇措置｜ー（迂機械等の害惜償却，②不動産取得税の軽減滑置，③事業
I i 税の軽減措置，④固定資産税の軽減措置，①坊成金の非課

税措置等）

-15.障害者への就職援助措f意｜〈就職しようとする障害者に対して，各種の就職援助措置，
」 l 公共職業訓練等の実施〕

-I①就 職 促 進 措 置｜（公宅理茅安定所，障害者職業センタ一等の総合的に能力評
」ー←一一一 「価，職業指導，職業紹介等の実施〉

一予＼ー共 職 業 訓 練 1－~~職業訓練校等における職業訓練の実施，訓練手当の支

一｜③職 場 適 応 訓 練｜（事業所における実地訓練及び短期の職場適応、訓練・職場実
！コ工二二三三 二二二＝二三一習等，の委託〉
一｜①身 元 保 証1-C就職する身体障害者の身元保証〉

一回高資金のI 司－（就職に必要な資金の無利子貸付〉
｜ ｜ （就職前の障害者に職業的自立に必要な知識・技能の習得の-I⑤就職準 備 講 習！ーための講習会の実施〉

出典〉手塚直樹「障害者福祉論J第2版，光生館， 1989年， p.160-161. く手塚直樹構成〉
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障害者法定雇用率は， 1960年7月に制定された「身体障害者雇用促進法Jに端を発している。

同法の成立の背景には，当時，先進諸国ですでに障害者雇用法が制定されていたことや，身体

障害者の職業吏生に関する IL 0 （国際労働事務局〉勧告が採択されたこと，等があった。

制定当初 (1960年〉の雇用率は以下の通りであった。

CD 官公庁現業的機関 1.4% 

グ 非現業的機関 1.5% 

民間事務所：現場的事務所 l. lQ6 

事務的事務所 1. 3%6) 

この雇用率は，先進諸国に比べると識に低いものであり，パーセンテージ設定の基準は1960

年当時の労働力人口4,000万人中に占める身体障害者の労働力人口62万人の割合がほぼ1.59ちで

あったという極めて単純な根拠に基づいて算出されたのである7）。 この数値は，また，きわめ

て政治的で，場当り的であった。すなわち， 1960年当時の国務大臣が国会答弁の中で「（雇用率

時〉実は，経済成長及び雇用成長というものに合わせて何年か後に3%にする」等の暖昧模糊

とした言辞を弄している点からも，きわめて政治的で，場当り的なことは明らかである。

しかし，現実には，その直後から高度経済成長期に入ったため， 10余f干に亙って毎年10%以

上の経済成長があったにも拘らず，民間企業の身体障害者雇用率は， 1971年までの10年間に僅

か 0.5%の伸びしか示さなかったへ また，法定雇用率も1968年に健かにo.2 96引き上げられ

ただけであった。しかも， 1976年に雇用納付金制度が創設される以前には法定雇用率は「義

務Jではなく，事業主の遵法意識と良識を期待した「努力目標」にすぎなかった。このため，

未達成企業が多く，とりわけ 500人以上の大企業では，改正法施行の直前においてもなお 1.3

%に達していなかった。

1977年に雇用納付金制度の実施に伴い身体障害者の雇用は民間企業では1.5 96以上雇用しな

ければならないこと〔義務雇用〉になった。

しかし乍ら，大企業の多くは，障害者雇用納付金を払うことによって障害者の雇用を出来る

限り回避し，今日に至っているといって過言でない。

1988年の新たな法改正に伴い，法定雇用率は身体障害者のみならず全障害者に適用範囲が拡

大された。さらに民閣企業の障害者法定雇用率もo.1ポイントとって， 1.6%となった。しかし，

法定雇用率の未達成企業は，逆に1970年代から急上昇しており，とりわけ1000人以上の大企業

の未達成率は8096を越えている。このことは既に表2-1で見た通りである。

6〕手塚直樹，前掲書， 1989年， p.1930

7〕児島美都子編『障害者雇用制度の確立をめざして』，法律文化社， 1982年， p.232c日比野京子氏の
論文〉。なお，当時 (1960年〉は身体障害者のみが対象であったため，全障害者の労働力人口などは

全く考慮されていなかった。現在の時点に立てば， 「単純な根拠Jの中に， 「全障害者を全く考慮し
ていなh、」という意味も加えるべきであろう（この点は，筆者の私見である〉。

S）兜島美都子縛，前掲蓄， 1982年， p.232.
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以上のように，我が国の障害者雇用率は制定時 (1960年〉に，当時の「労働力人口」に対す

る「身体障害者」の比率から単純に割り出されたと共に， 「経済成長に伴い何年か後には3%

とする」といったような，きわめて政治的・場当り的な発想、に裏打ちされていた。いまここで

1960年当時の算出方法と同じような形をとってみたとしよう。但し，障害者の労働力人口の正

稚な算出ば国撃たので，そのかわりに障害者全体の人口ぐ推計値〉を用いると，約430～500方

人9）となり，全人口（約1億2000万人〉に対する割合は約4%となる。

若し，この数値を採った場合には，旧西ドイツ（6%）やオランダ（3～7%%）の障害者

雇用率の数値に比肩し得るものとなる。しかし，現実には，我が国の障害者法定雇用率は 1.6 

%と著しく低いのである。

他方，我が国の障害者法定雇用率ば旧西ドイツをモデルにしたといわれているが，旧西ドイ

ツが6%であるのに対し，我が国は「達成可能なj低い数値 (1%台前半〉から出発しようと

試みた。しかも， 「義務震用」でなく， 「努力目標Jとしてスタートし， 1977年にやっと義務

雇用へ転化した。さらに， 1988年からは身体障害者から，障害者全体へ適用範聞を拡大した。

このため， 「達成可能」な数値から出発した我が国の障害者雇用率を肯定的にみようとする

次のような見解もある。

「日本は達成可能な低い雇用率からスタートしたが，そのため達成率は徐々に要求される率

に近づいてきた。助成金の財源を生み出す給付金ならびに雇用制度によって，障害者雇用への

努力は十分報われつつある。西ドイツと同様に，雇用率・納付金制度の柔軟性と厳格な施行が

制度の成功を確実なものとしてきた。J(kulkarni氏の見解〉川。

だが，以上のような見解は「日本の障害者雇用制度に対する曲解」ではなかろうか。障害者

雇用制度の「成功」などの表現は虚像にすぎない。我が国の現実は誠に遺憾乍ら kulkarni氏

の論述と全く逆である。すなわち，本論文で既に論述してきたように，我が国で「雇用率」が

決定された際には「達成可能な」などという基準は「タテマエJであり，ホンネは先にみたと

おり「きわめて単純な労働力人口」や「政治的・場当り的見解Jを基準としていた点にあった。

また， F達成率は徐々に要求される率に近づいてきたJのではなく，その全く逆である。す

なわち，未達成率が年々増加して今日に至っているのである。さらに， 「納付金によって障害

者雇用への努力は十分報われつつあるJなどということも曲解である。

今や， 「納付金jが障害者を雇用せずに済ませるための「免罪符」と化していることは周知

の事実ではなかろうか。との問題は，本稿で度々論じてきたように，我が国における障害者雇

用のボトルネックであると共に，近い将来必ずや世界の国々から指弾されるであろう重大な意

味を持っているω。

9）手塚・加藤氏によると500万人，佐藤久夫氏によると428万人（2の注4, 3の注1を参照〉。

10）手塚直樹，前掲書， 1989年， p.245に紹介されている外国人 M.R. Kulkarni氏の見解。

11）筆者はここで賢しらを言うつもりもなければ，特定のイデオロギーを前提にしている訳でもなし」
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いまひとつ，世界の国々から非難されるであろう問題は，法定雇用率未達成の企業名を労働

省がなかなか公表しない点にある。障害者の雇用率がo.75%未満の企業に対しては， 「障害者
の雇用の促進等に関する法律i」の第15条に基づく労働省規則で，公共職業安定所長が「雇い入

れ計画書（三カ年〉」を提出させることになっており，提出後l年半で計画の実施率が30%未満

の企業に対しては，さらに計画の適正な実施を「勧告Jすることになっている。この「勧告」

に従わない場合は，官報で企業名を公表できる仕組みになっている。この企業名公表制度は

1976年に創設されたが，労働省は「公表制度の狙いは公表による企業の制裁ではなく，障害者

の雇用率のアップにある」として， 1990年11月現在に至るまで一切「発動」していない。

しかしながら，総務庁の調査報告書山によると， 1983～86年の聞に「勧告」を受けた 110社

の中から50社を調査した結果， 1988年 6月時点で法定雇用率を達成していたのは僅か2社であ

り， 33社が計画書の再提出を命ぜ、られ、 2社は「再勧告」を受けるという状態であった。それ

にも拘らず，労働省が依然として企業名の公表に踏みきらないため，総務庁は労働省に対し，

1990年 5月28日に，次のような改善意見書を通達した。

① 「雇い入れ計画書作成命令」を的確，且つ具体的にするよう，全国の公共職業安定所に

指導する。

① 「勧告」の基準を具体的にするほか，勧告された企業への指導を強化するよう，全国の

公共職業安定所に指導する。

① それでもなお，改善努力を怠っている企業に対しては，最終的に「障害者の雇用の促進

等に関する法律」の第四条山に基づいて，企業名を公表し，勧告の効果を確実にする。

筆者にとって，働く場から駆逐されていく障害者の岬吟は余所事ではないのである。

12）総務庁『身体障害者の福祉・雇用に関する調査報告書』 1990年5月

13）「障害者の雇用の促進等に関する法律」 (1987年6月1日改正のいわゆる「障害者雇用促進法」〉の

第15条と第四条は以下の通りである。

〈ー般事業主の身体障害者の雇入れに関する計画〉

第十五条労働大臣は，身体障害者の雇用を促進するため必要があると認める場合には，その雇用する

身体障害者である労働者の数が法定雇用身体障害者数未満である事業主に対して，身体障害者である

労働者の数がその法定雇用身体障害者数以上となるようとするため，労働省令で定めるところにより

身体障害者の雇入れに関する計画の作成を命ずることができる。

2 前項の身体障害者である労働者の数の算定に当たっては，重度障害者である労働者は．その一人を

もって，政令で定める数の身体障害者である労働者に相当するものとみなす。

3 親事業主に係る第一項の適用については，当該子会社が雇用する労働者は，当該親事業主のみが雇

用する労働者とみなす。

4 事業主は，第ー項の計画を作成したときは，労働省令で定めるところにより，これを労働大臣に提

出しなければならなし、。これを変更したときも，同様とする。

5 労働大臣は第一項の計画が著しく不適当であると認めるときは，当該計画を作成した事業主に対し

てその変更を勧告することができる。

6 労働大臣は，特に必要があると認めるときは，第一環の計画を作成した事業主に対して，その適正
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以上の意見書が出されてから，すでに半年を経過したが，労働省はなお，企業名の公表に踏

み切っていない。労働省は「公表制度の狙いは公表による企業の制裁ではなく，身体障害者の

雇用率アップにある」という見解を繰り返してきたけれども，障害者の雇用率は1984年以来7

年に亘って1.25%と横ばいのままである。しかも， 1000人以上の大企業の身体障害者の雇用率

の低さが「横ばし、」の最大の原因であることは厳然たる事実である。以上の点からみても，労

働省の「見解」はタテマエにすぎず，ホγネは大企業に甘く，雇用納付金の支払いで事足れり

としているのではなし、かと疑いたくなる。総務庁の労働省に対する前掲のきつい「改善意見

書」の内容から察しでも，筆者の「疑し、」は的はずれとはいえないであろう。

さらに，もう一つの問題として， 「法定雇用率を達成すれば全て良しJという考え方がある。

この点に関して問題点を列挙してみよう。

① 1988年3月以前には，民間企業の法定雇用率は1.5 9ぢであったが，この率を達成した企

業の中に，さらにより多くの障害者を雇用しようという意欲が急に減退してしまう例が多くみ

られた。この点は現在も変っていないのではなかろうか。

②例え数字の上で法定雇用率を達成しても，企業側が「障害者としてのワクがあるので，

それを埋めるために採用した」といった考えに立っている場合，障害者の立場からすると「私

は雇用率を達成するための手段として採用された」とか， 「障害者だから採用された」といっ

た気持にならざるを得ず，つらL～思いをしなければならない。この場合，障害者が障害者のワ

グの中に留っていれば比較的平穏だが，そのワクから出ょうとすると，急に周囲の抵抗が強く

なったりすることが多い1ヘ
① 障害者は，むしろ採用後にさまざまな困難に遭遇する。例えば，身分，賃金，能力評価

等々，枚挙にいとまがない。これらをはじめ，いわゆる障害者の「雇用管理」の問題は別の機

会に検討したい。

L、ずれにしても，法定雇用率の達成は障害者の雇用問題の最低条件であり，ほんの入口にす

ぎない。しかも，この率（民間企業1.6 %）すら達成できない厳しい現実があるため，法定雇

用率の改正（上昇〉などは絵に描いた餅という戸もある。しかし，現在，障害者の絶対数を考

えた場合，推計値をもってしても 1.6%よりはるかに多いことは瞭然であろう。この根本的な

問題を我々は放置しておいてよいのであろうか15）。

な実施に関し，勧告をすることができる。

（一般事業主についての公表〕

第十六条労働大臣は，前条第一項の計画を作成した事業主が，正当な理由がなく，同条第五項又は第

六項の勧告に従わないときは，その旨を公表することができる。

14）手塚・松井，前掲書， 1984年， p.90。

15〕日本と西欧諸国が割当雇用制度（法定雇用率の設定など〉を中心とする障害者雇用規制措置をとっ

ている中で，アメリカ合衆国はこのような方法はとらず，むしろ独自の「リハピリテーション法」に

基づく障害者雇用政策を展開している。この点詳しくは森和子の論文（児島美都子編，前掲書， 1982

年， p.119～139）を参照のこと。
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4) 谷聞に取り残された障害者の群

「障害者」の定義と範囲については別の機会に検討することとL，本項では行政の谷間で坤

吟する障害者について考えてみたい。

我が国においては， 「障害者」の範囲が制限列挙的であるため，精神障害者，てんかん， リ

ウマチ，難病患者は福祉法の対象から除外され，公的サーピスを受給することが困難な状況に

置かれている 16）。さらに， 1949年に制定された身体障害者福祉法によって，我が国で初めて，

「身体障害者」の法的定義が規定されたが，この規定は「職業更生」つまり職業自立の可能な

身体障害者だけを対象にしており，老齢・重度障害など「職業更生」の可能性のない者は初め

から排除されていた。障害者に関する法律の中で，職業更生への努力義務が課せられ，努力し

ない者は障害者の対象からはずすなどということは，他の国では例を見ない山。

このように，障害者の定義は「職業更生の可能性があるかなし、か」あるいは職業更生への努

力をしているかし、なし、か等といった，かなり恋意的な判断に委ねられることになり，重度障害

者をはじめとする多くの障害者が谷聞に取り残される遠因となったのである。この条文は，こ

の法律〔身体障害者福祉法〉が1984年8月に改正されるまで， 35年間にも亘って生き続けたのi

である 18）。

改正にあたって，①身体障害者の基本理念，①身体障害者の範囲の拡大，③身体障害の程度

・等級の見直L，④施設対策，①在宅福祉対策，①行政推進体制，の6点、が検討され，抜本的

改正へ向うかと大きな期待がょせられたが，結果は中間的改正にとどまり，しかも障害者から

の反対の強かった「更生」の文字は相変らず残された。また， 「身体障害者」の範囲に，人工

虹門，人工跨脱などをもっ排せつ機能障害者が新しく対象に加えられ，障害者の範囲を「政令

で定める」ことができることになったが，具体的に大幅な拡大がなされたわけで、はない。障害

の程度も「聴覚障害」は重度で， 「脳性マヒ」は軽度といった矛盾があり，日常生活状態に着

目した評価の必要性が主張されたが，これも見送られた19）。

この他，最近，二つ以上の障害を併せ持つ重複障害が増加している。重複障害者は， 1987年

の調査によると，全国で15万6000人であり，これは身体障害者総数の 6.5%にあたっている加。

しかし，現実には「重複」として届け出ていない障害者が沢山あり，実数はこの数倍あるとも

考えられる。最近，種々の障害を併せ持つ「脳性マヒ」，感覚障害と精神薄弱を併せ持つ「障

害者J，重度の精神薄弱と身体障害を併せ持つ「重症心身障害」等が増えつつあり，大きな問

題となってきている21)。

16〕大野智也『障害者はいま』，岩波新書， 1988年， p.13.

17）大野智也，前掲書， p.14o

18）大野智也，前掲書， p.14。

19）大野智也，前掲書， p.16。

20）手塚直樹，前掲書， 1989年， p.44。

21〕手塚直樹，前掲書， 1989年， p.44～45。
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すで

用率は僅か0.06%で、あり，身体障害者の雇用率の20分の1以下で、ある。精神薄弱者の雇用率が

著しく低い理由として，精神薄弱者の雇用に関する法律がなかったということも挙げられよう。

しかし，法律が制定されでも，企業の態度が即座に変る筈もなく「適当な仕事がなし、」，「人間

関係がうまくいかない」などの理由を挙げて，多くの企業ば精神薄弱者の雇用を増やそうとし

ない。しかも，これらの理由は，実際に精神薄弱者を雇用したことのない企業による回答だけ

に， 「適当な」とか「うまく L、かなし、」等は単なる憶測や偏見にすぎない。

また，従来，精神薄弱者は単純反後作業しか出来ないとして職業を限定されがちであったが，

これも憶測や偏見に過ぎない場合が多いのである。但し最近では．まだ僅かではあるが，いく

つかの企業でさまざまな試みが行われており，成功例も多い。しかし，何分にもまだ僅かにす

ぎなし、22）。

以上のように，精神薄弱者の雇用率の著しい低さの最大の原因は，企業の偏見，無理解，及び

雇用に対する消極的な態度，にある。さらに，学校を出て就職しようという面からみると，全

国の精神薄弱者援護施設の通園者の中で，就職による退園者は定員に対して年間僅か1%以下

である。これは， 100人定員の施設で， l年に僅か1人以下という驚くべき数値である。また，

養護学校高等部卒業生である精神薄弱児のうち，企業に就職する者はおよそ30%あまりであ

るお）。しかも卒業後就職できず，上級学校へも行けず，施設へも入れない「在宅者」が， 1979

年から87年の間に 4.7倍に急増しているのである。

このように，就職出来ない障害者は精神薄弱者や身体障害者のほかにも，先にみた重度障害

者，重複障害者，福祉法の対象外の障害者，等々と枚挙にいとまがない。これらの障害者は，

①「自分だけが行き場がなしづというやりきれない思い，②「何も出来なし、」毎日の生活の単

調で空虚な思い，⑤家族にかかる心労の重さ，＠以上のことから必然化する障害の固定化・悪

化，および神経症的症状や人格の歪みなどの発達的な退行現象（二次的・三次的な障害〉の発

生，等々24）に家族共々悩まされ続けているのである。

以上のような重度障害者，重複障害者，福祉法の対象から外されてL、る障害者，及びいわゆ

る二次的，三次的障害者，等々の「谷間に取り残された障害者」は確実に増加している。彼ら

22）大野智也，前掲書， p.104-105；大野氏は成功例として次のような企業を挙げている。一一キャノ

ン，山崎パン，大手口紡績，イトーヨーカ堂，等の大企業のほか， NC工作機械メーカー（静岡市・綿 ！ 

貫製作所，水戸市・地精械〉や塗装ロポット（北九州市・脇山産業〉のオペレーター，さらに，接客業

では東京・代々木の中華料理店「香蘭J，東京・江戸川区のパン屋「プティット・ノレミエールJ，伊j子

市のミニスーパー「福祉の店」，東京・町田市の美術館の喫茶室「けやきJ，等 。なお，精神薄弱

者の就業者のうち， 74.5%が製造業で働いている。これは一般の35.9%と比べると倍近い数値であり

第3次産業で働く障害者が少ないことを示してし帰。

23）手塚直樹，前掲書， 1989年， p.1790

24）大泉浮，前掲書， 1989年， p.76-77。
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の雇用機会の著しい低さについても，近い将来，諸外国から強い批判がまき起こるであろう。

それだけではない，障害者の雇用率の低さの背景にある最も根本的な問題（「ノーマリゼー

ションとインデグレーションの理念」〉について，我が国の官庁，企業，蛍働組合，学界等が

余りにもアパシーである25）。この点についても，諸外国から厳しい批判の戸があがるであろう。

我々は，その前に根本的な問題を充分検討すると共に，障害者の雇用管理の改善の途を早急に

模索しなければならないのではなかろうか。但しこの問題は稿を改めて論ずることとしたい。

〔未完） 1990. 11. 22. 

25）例えば，労働省の委託による雇用情報センター編『グラフでみる人事労務管理指標』 (1990年3月〉

は，人事労務管理問題のほとんどの項目を掲議しているにも拘らず， 「障害労働者問題」には全く触

れていな＼'oまた，例えば，『日本労働研究雑誌』 (1990年3月迄は，！日名『日本労働協会雑誌』〉は，

労働省管轄下の日本を代表する研究所の最も「権威ある学術誌」といわれており，各界に多数の購読

者をもってL叩。この「学術誌Jが， 1988年迄，巻末の「労働関係文献月録」の項目に「身障者労
fli)J」を入れていなかった。これだけでも驚くべきことであるが，さらに信じ聖齢、ことがある。

すなわち， 1988年4月以降，いわゆる「身体障害者雇用促進法」が「障害者の雇用の促進に関する

法律」へと改正されて，施行された。これを契機に， 「労働関係文献月録」の中に「身障者労働」が

初めて登喝したのであるが，この時，何故「障害者労働」ないし「心身障害者労働」としなかったの

か，誠lこ不思議である。この学術誌の「権威ある執筆者」と「賢い読者」が一人としてこの重大なこ

とを指摘していないとしたら，誠に信じられないことである。

再び言う，労働省自ら法改正に携り乍ら，労働省官’轄下の日本を代表する研究所の「権威ある学術

誌」が，いまだ「障害者労働」ないし「心身障害者労働」ではなく「身障者労働」の項目しか設定し

ていないとは，誠に信じられないことである。

精神薄弱者等の「谷間に取り残された障害者の群」を軽視する姿勢がここにも現われていると言っ

たら，雪い過ぎであろうか。しかし，この先，「身障者労働」から「障害者労働」ないし「心身障害者

労働」へと，唯，言葉のみ換えたところで間涯は何ら解決しまい。これでは，「差別用語を使わなLリ

ことのみで「差別していなL、」と聞き直る現代日本の「緊しら」の回流にすぎない。

さらに， 高梨昌・日本労働研究機構研究所長は「これからの労働政策の課題」 （1990年IOJf30日〉

と題する講演の中で，「中高年層対策J，「女子労働対策J，「労働時間短縮問題」，「外国人労働者問題J,

等に言及されているが，「障害者問題jについては一切触れていない。（『JI Lリサーチ』 No.4, 1990 

年12月， pp.34～38参照〕。我が国の労働問題研究の第一人者とし、われ，労働省のブレーンでもある碩

学が「これからの労働政策の課題」の中から，最も重要である筈の「障害者問題」を除外していると

いうことは一体何を意味しているのであろうか。

なお，筆者は揚げ足取りや重箱の隅を楊枝で穿るようなことをしているのではない。同時に，特定

のイデオロギーに依っているのでもなければ，賢しらを言っているのでもない。日々，障害を持つ人

と係る者に，不毛な締麗事を言っている余裕はない。


